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小浜市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業

（以下「総合事業」という。）の実施に関し、法および介護保険法施行規則

（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（事業の目的） 

第２条 総合事業は、市が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様

な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの

体制づくりを推進し、居宅要支援被保険者等に対する効果的かつ効率的な支

援等を可能とすることを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱で使用する用語は、法、施行規則、介護予防・日常生活支援

総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告

示第１９６号）および地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第

０６０９００１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」

別紙。以下「通知」という。）で使用する用語の例による。 

(事業の構成等) 

第４条　市長は、総合事業として、次に掲げる事業を行うものとし、当該各号

の事業内容、対象者等は別表第１に定めるとおりとする。 

(1)　サービス事業 

ア　訪問型サービス（法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する事業

をいう。以下同じ。） 

(ア) 介護予防訪問介護相当サービス 

(イ) 訪問型サービスＡ 

(ウ) 訪問型サービスＢ 

(エ) 訪問型サービスＣ 

イ　通所型サービス（法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する事業

赤字は改正箇所
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をいう。以下同じ。） 

(ア) 介護予防通所介護相当サービス 

(イ) 通所型サービスＡ 

(ウ) 通所型サービスＣ 

ウ　介護予防ケアマネジメント（法第１１５条の４５第１項第１号ニに規

定する事業をいう。以下同じ。） 

(2)　一般介護予防事業 

ア　介護予防把握事業 

イ　介護予防普及啓発事業 

ウ　地域介護予防活動支援事業 

エ　一般介護予防事業評価事業 

オ　地域リハビリテーション活動支援事業 

（事業の実施方法） 

第５条 市長は、総合事業を通知別記１第２の１の(１)ア(エ)①の(a)から(d)

まで(一般介護予防事業にあっては、同第２の１の(１)ア(エ)①の(a)、(b)

または(d)に限る。)のいずれかにより行うものとする。 

２　市長は、総合事業のうち、介護予防訪問介護相当サービス、訪問型サービ

スＡ、介護予防通所介護相当サービスおよび通所型サービスＡについては、

指定事業者により実施する。 

３　地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整

備等に関する法律（平成２６年法律第８３号。以下「医療介護総合確保推進

法」という。）附則第１３条の規定により訪問型サービスに係る指定事業者

の指定を受けたものとみなされた者が行う当該訪問型サービスは、介護予防

訪問介護相当サービスに、同条の規定により通所型サービスに係る指定事業

者の指定を受けたものとみなされた者が行う当該通所型サービスは、介護予

防通所介護相当サービスに、それぞれ含まれるものとする。 

（指定事業者により実施するときのサービス事業に要する費用の額） 

第６条 総合事業を指定事業者により実施するときのサービス事業に要する費

用の額は、別表第２の区分、サービスの種類および対象者ごとに、別表第２

に定める単位数に別表第２に定める１単位の単価を乗じて算定するものとす
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る。この場合において、別表第２に掲げる対象者が１か月当たりに利用でき

る当該対象者に係る事業の回数の上限は、それぞれ別表第２に定めるところ

による。 

２　前項の規定によりサービス事業に要する費用の額を算定した場合において、

その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

（サービス事業支給費の支給） 

第７条 サービス事業支給費（法第１１５条の４５の３第１項の第１号事業支

給費をいう。）の額は、前条の規定によりサービスの種類ごとに算定された

サービス事業に要する費用の額（その額が現に当該サービスに要した費用の

額を超えるときは、当該サービスに要した費用の額とする。）の１００分の

９０（サービスの利用者が、第１号被保険者であって法第５９条の２第１項

に規定する政令で定めるところにより算定した所得の額が同条に規定する政

令で定める額以上である居宅要支援被保険者等（同条第２項に規定する居宅

要支援被保険者を除く。）である場合にあっては、１００分の８０、サービ

ス利用者が、第１号被保険者であって同条第２項に規定する政令で定めると

ころにより算定した所得の額が同項に規定する政令で定める額以上である居

宅要支援被保険者等である場合にあっては１００分の７０）に相当する額と

する。 

　（利用料等） 

第８条　総合事業の利用料等は、法第１１５条の４５第５項に基づき、別表第

３および別表第４に定める。ただし、別表第３に掲げる利用料について、次

条におけるサービス事業支給費の制限を受けるときは、この限りでない。 

２　総合事業の実施の際に、食費、原材料費等の実費が生じたときは、当該実

費は利用者の負担とする。 

３　第１項の利用料および前項の実費は、利用者が総合事業を実施する機関に

直接納付するものとする。 

（サービス事業支給費の制限等） 

第９条　第７条の支給において、サービス事業支給費の制限等を行う場合は、

法第４章第６節の規定を準用する。 

２　前項に基づく制限等を行う場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６



4 

８号）第８２条第１項並びに行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）　 

第４６条第１項及び第２項の規定により、相手方に対し、当該処分に対して

審査請求及び取消訴訟の提起をすることができる旨並びにその期間を別に定

める様式により教示する。 

（支給限度額） 

第１０条　居宅要支援被保険者が総合事業を利用する場合の支給限度額は、要

支援状態区分に応じ、法第５５条第２項の規定に基づいて介護予防サービス

費等区分支給限度基準額として厚生労働大臣が定める額（以下「介護予防サ

ービス費等区分支給限度基準額」という。）について同条第１項の規定によ

り算定した額とする。 

２　介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働

大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第１９７号）で定める様式第

１（以下「基本チェックリスト」という。）の質問項目の回答が様式第２に

掲げるいずれかの基準に該当した者（以下「事業対象者」という。）が総合

事業を利用する場合（指定事業者のサービスを利用する場合に限る。）の支

給限度額は、要支援１に係る介護予防サービス費等区分支給限度基準額につ

いて法５５条第１項の規定により算定した額とする。 

（高額介護予防サービス費等相当事業） 

第１１条　市長は、通知別記１第２の１の(１)ア(コ)および(サ)の例により、

同ア(コ)の高額介護予防サービス費相当事業および同ア(サ)の高額医療合算

介護予防サービス費相当事業（以下「高額介護予防サービス費等相当事業」

という。）を行うものとする。 

２　高額介護予防サービス費等相当事業における支給要件、支給額その他高額

介護予防サービス費等相当事業に関して必要な事項は、介護保険法施行令（

平成１０年政令第４１２号）第２９条の２の２および第２９条の３の規定を

準用する。 

（指定事業者の指定基準） 

第１２条　施行規則第１４０条の６３の６に規定する市が定める基準は、市長

が別に定める。 

（本市の区域の外の事業所に係る特例) 
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第１３条 第６条、第７条および前条の規定にかかわらず、指定事業者の指定

に係る事業所が本市の区域の外にある場合であって市長が必要と認めるとき

は、当該事業所の所在する市町村（特別区を含む。）の要綱等で定めるとこ

ろによる。 

（事業の委託）  

第１４条　市長は、総合事業を法第１１５条の４７第４項に規定する基準を満

たす者（事業対象者に対して行う介護予防ケアマネジメントにあっては、同

条第１項の厚生労働省令で定める者）に委託することができる。 

（補助）  

第１５条　市長は、別に定めるところにより、総合事業（介護予防ケアマネジ

メントを除く。）を行うものに対して補助することができる。 

（事業者に対する指導および監査） 

第１６条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、指定事業者、第１４

条の規定により委託を受けて総合事業を実施する者および前条の規定により

補助を受けて総合事業を実施する者に対して、指導および監査を行うものと

する。 

（受託者の遵守事項） 

第１７条 法第１１５条の４７第４項に基づき総合事業を委託する場合は、受

託者は、施行規則第１４０条の６９各号に掲げる基準を遵守しなければなら

ない。 

（サービス事業の利用の手続） 

第１８条 居宅要支援被保険者等は、サービス事業を利用しようとするとき（

介護予防サービスを併せて利用しようとするときを含む。）は、小浜市介護

保険条例施行規則（平成１２年小浜市規則第２２号）第１４条に規定する介

護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書に

より、市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の届出をした者のうち、事業対象者に対し、当該者が事業対

象者である旨、基本チェックリストの実施日等を被保険者証に記載し、これ

を返付するものとする。 

３ 第１項の届出は、居宅要支援被保険者等に代わって、当該者に対して第１
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号介護予防支援事業を行う地域包括支援センターが行うことができる。 

（委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

　（準備行為） 

２　この要綱の規定は、施行の日以後における介護予防・日常生活支援総合事

業の実施に関し必要な行為に限り、この要綱の施行前においても、これらの

規定の例により行うことができる。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 

　　　附　則 

　（施行期日） 

１　この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

　（施行期日） 

１　この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

（施行期日） 

１　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

１　この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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別表第１（第４条関係） 

 
区分 サービスの種類 事業内容 対象者

 介護予防・

生活支援サ

ービス事業

訪問型サ

ービス

介護予防訪

問介護相当

サービス

法第１１５条の４５第１項

第１号イに規定する第１号

訪問事業のうち、医療介護

総合確保推進法第５条によ

る改正前の法第８条の２第

２項に規定する介護予防訪

問介護に相当するサービス

を行う。

要支援者および事

業対象者のうち、

介護予防ケアマネ

ジメントで事業の

利用が必要である

者

 訪問型サー

ビスＡ

訪問介護員等による生活援

助等（調理、掃除、買い

物、その他生活支援に資す

る軽度な日常生活上の支

援）を行う。

 訪問型サー

ビスＢ

ボランティア等による調

理、ごみ出し、買い物等の

簡単な家事援助を行う。

 訪問型サー

ビスＣ

保健・医療の専門職が、そ

の者の居宅を訪問して必要

な相談・助言・指導等を利

用開始日より３か月から６

か月までの短期間で行う。

 通所型サ

ービス

介護予防通

所介護相当

サービス

法第１１５条の４５第１項

第１号ロに規定する第１号

通所事業のうち、医療介護

総合確保推進法第５条によ

る改正前の法第８条の２第

７項に規定する介護予防通

所介護に相当するサービス

を行う。

 通所型サー

ビスＡ

通所介護施設で、身体機能

の向上のための機能訓練、

生活機能向上のためのトレ

ーニング、その他介護予防

のために必要と認められる

日常生活支援を行う。

 通所型サー

ビスＣ

保健・医療の専門職が、日

常生活に支障のある生活行

為を改善するために、利用

者の個別性に応じたプログ

ラムを複合的に利用開始日

より３か月から６か月まで

の短期間で行う。
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 介護予防ケアマネジメ

ント

介護予防および生活支援を

目的として、その心身の状

況、置かれている環境等に

応じて、本人の選択に基づ

き、適切な事業が包括的か

つ効率的に提供されるよ

う、専門的視点から必要な

援助を行う。

要支援者（法第８

条の２第１項に規

定する介護予防サ

ービスを利用する

ため法第５８条第

１項に規定する指

定介護予防支援を

受けている者を除

く。）および事業

対象者
 一般介護予

防事業

介護予防把握事業 地域の実情に応じて収集し 

た情報等の活用により、閉 

じこもり等何らかの支援を

必要とする者を把握し、介

護予防活動につなげる。

６５歳以上の者お

よびその支援のた

めの活動に関わる

者

 介護予防普及啓発事業 介護予防の普及啓発に資す

る介護予防教室等の開催、

有識者等による講演会、相

談会の開催、介護予防の基

本的知識を普及啓発するた

めのパンフレット等の作成

および配布を行う。

 地域介護予防活動支援

事業

地域における住民主体の介

護予防活動の育成および支

援を行う。

 一般介護予防事業評価

事業

介護保険事業計画に定める

目標値の達成状況等の検証

を行い、一般介護予防事業

の事業評価を行う。

 地域リハビリテーショ

ン活動支援事業

地域における介護予防の取

り組みを機能強化するため

に、通所、訪問、地域ケア

会議、サービス担当者会

議、住民運営の通いの場等

へのリハビリテーション専

門職等の関与を促進する。
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別表第２（第６条関係） 

 

 
区分 サービスの種類 対象者 単位数

１単位の

単価

１か月の

利用上限

回数
 訪問型 

サービス

介護予防訪問介

護相当サービス

事業対象者 
要支援１・２ 
（週１回程度の

利用）

１，１７６単位 １０円 －

 事業対象者 
要支援１・２ 
（週２回程度の

利用）

２，３４９単位

 事業対象者 
要支援２ 
（週３回程度の

利用）

３，７２７単位

 訪問型サービス

Ａ

事業対象者 
要支援１・２ 
（週１回程度の

利用が必要と判

断された者）

１５２単位／回 ５回

 事業対象者 
要支援１・２ 
（週２回程度の

利用が必要と判

断された者）

９回

 通所型 
サービス

介護予防通所介

護相当サービス

事業対象者 
要支援１・２ 
（週１回程度の

利用）

１，７９８単位 －

 事業対象者 
要支援２ 
（週２回程度の

利用）

３，６２１単位

 通所型サービス

Ａ

事業対象者 
要支援１ 
（週１回程度の

利用が必要と判

断された者）

３３０単位／回 ５回

 事業対象者 
要支援２ 
（週２回程度の

利用が必要と判

断された者）

９回
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別表第３（第８条関係） 

 

 

 

区分 サービスの種類

利用料等
 第１号被保険者で

あって法第５９条

の２第１項に規定

する政令で定める

ところにより算定

した所得の額が同

項に規定する政令

で定める額以上で

ある居宅要支援被

保険者等に該当し

ない者

第１号被保険者

であって法第５

９条の２第１項

に規定する政令

で定めるところ

により算定した

所得の額が同項

に規定する政令

で定める額以上

である居宅要支

援被保険者等（

同条第２項に規

定する居宅要支

援被保険者を除

く）

第１号被保険者

であって法第５

９条の２第２項

に規定する政令

で定めるところ

により算定した

所得の額が同項

に規定する政令

で定める額以上

である居宅要支

援被保険者等

 介護予

防・生活

支援サー

ビス事業

訪問型

サービ

ス

介護予防

訪問介護

相当サー

ビス

別表第２の区分、サービスの種類および対象者ごとに、

別表第２に定める単位数に別表第２に定める１単位の単

価を乗じて算定した額から、第７条の規定により算定し

た額を差し引いた額
 訪問型 

サービス

Ａ

１５２円／回 
（４５分程度）

３０４円／回 
（４５分程度）

４５６円／回 
（４５分程度）

 訪問型 
サービス

Ｂ

５２円／回 
（３０分程度） 
１０４円／回 
（６０分程度）

１０４円／回 
（３０分程度） 
２０８円／回 
（６０分程度）

１５６円／回 
（３０分程度） 
３１２円／回 
（６０分程度）

 訪問型 
サービス

Ｃ

２０２円／回 
（３０分程度） 
４０４円／回 
（６０分程度）

４０４円／回 
（３０分程度） 
８０８円／回 
（６０分程度）

６０６円／回 
（３０分程度） 
１，２１２円／回 
（６０分程度）

 通所型

サービ

ス

介護予防

通所介護

相当サー

ビス

別表第２の区分、サービスの種類および対象者ごとに、

別表第２に定める単位数に別表第２に定める１単位の単

価を乗じて算定した額から、第７条の規定により算定し

た額を差し引いた額
 通所型 

サービス

Ａ

３３０円／回 
（３時間未満）

６６０円／回 
（３時間未満）

９９０円／回 
（３時間未満）

 通所型 
サービス

Ｃ

５１５円／回 
（９０分程度）

１，０３０円／回 
（９０分程度）

１，５４５円／回 
（９０分程度）

 介護予防ケアマネジ

メント

無料


